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第１章

序 論



第 1 章 序論

1.1 研究の背景と目的 

 アジアモンスーン地域に位置する我が国においては，夏期の多雨，高

温に適応した水田農業を，先人たちが長年の努力により狭小で急峻な国

土条件を克服しながら発展させてきた．特に，近世以降は土木技術が発

展したことにより，農業用水の取水条件や排水条件を改善するため，水

利施設の整備に多大な労力と資本が投資された（農林水産省農村振興局，

2013）．これまでに整備された農業用水路は，基幹的な用排水路だけで

も約 5 万 km，末端も含めれば 40 万 km 以上という膨大な延長に達し，

我が国の食料供給と農業・農村の多面的機能の発揮に不可欠な国民的資

産（社会共通資本）となっている．しかし，これらの施設の多くは，戦

後の食料増産の時代や高度経済成長期に整備されており，標準耐用年数

を迎える施設が急速に増加してきている．

そこで，これら施設の機能を効率的に保全していくため，平成 19 年

に「農業水利施設の機能保全の手引き」が策定され，施設の長寿命化と

ライフサイクルコストの低減を図る「ストックマネジメント」の取組が

本格化されてきた．農業水利施設の機能保全は，従来，劣化の進行に伴

う施設性能の著しい低下や営農形態の変化等に伴う施設改良の必要が

生じた時点で，全面的な更新整備により行うことが一般的だったが，近

年，老朽化が進む施設ストックの増加に対応し機能保全コストの一層の

節減が求められていることから，管理水準（施設の性能の低下を許容し

得る下限の水準）を下回る前に適切な補修・補強・更新の対策を取るこ

とで耐用年数を効率的に延伸させる予防保全の手法を取り入れた長寿

命化等の取組が広がってきた（食料・農業・農村政策審議会，2015）．

 そのような取り組みの中で，機能保全を図る体制の整備が急務な状況

にあるのが農業用パイプラインである．パイプラインは，既設管を埋設

して造成する圧力管路によって農業用水を送配水する水路組織である

ため，①任意に用水を利用することができること，②開水路に比べると

複雑な地形での路線選定が可能であること，③適切な水利用方式を組み

合わせることにより無効放流を少なくした制御ができること，④管路の
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埋設により水路用地が節約できること，⑤農作業機械の運行が容易とな

ること，⑥汚濁水の流入による水質汚染を防止できること，などの利点

がある（農林水産省農村振興局整備部設計課，2009）．これらの利点か

ら，農業用パイプラインは昭和 40 年代から本格的に整備が始まり，現

在では基幹的な施設のストックは約 1 万 2 千 km にのぼる．この膨大な

ストックから今後，標準的な耐用年数を超過する施設の急増が予想され

る．災害以外の原因による農業水利施設の突発事故（施設機能の損失）

の件数はすでに増加傾向にあり，その中でもパイプラインの事故件数は

半数を占めている．パイプラインには，管材の劣化や外部条件の変化が

一定値を超えると，水撃圧等を契機に急速に性能低下が進展し，管体破

損等が発生し水利システム全体が停止するリスクがある（農林水産省農

村振興局，2009）．事故に伴う断水が発生した場合で通水までに数か月

を要した事例もある（山口，2017）．また，パイプラインは農地や一般

道路，民家等に隣接して設置されている場合も多く，破損等が発生した

場合には農地の流出や道路の陥没，宅地への浸水被害など深刻な第三者

被害が発生する可能性もある．

 パイプラインは地中に埋設した管が連続して接合した長い線の構造

物であるため，実際には機能保全による補強を路線全体に及ぼすことが

難しい．そのため，改修後のパイプラインであっても未改修区間の事故

が顕在化する危険性は残ることから，今後パイプラインの突発事故が急

激に増加する可能性がある（稲垣，2019）．

さらに，平成 28 年 8 月には閣議決定された新たな「土地改良長期計

画」（農林水産省，2016）においては，目指すべき農村の実現に向けて

重点的に取り組むべき具体的な施策として，「水田や畑地における担い

手等の農作業の負担軽減・安全確保や，営農形態の変化に対応した水利

用の高度化を図るため，大区画化等に伴う施設の合理化に加え，法面を

自走可能な除草ロボット，遠隔監視や操作を可能とする  ICT の導入や，

パイプライン化や給水の自動化等による新たな農業水利システムの構

築，GPS による農業機械の自動操舵システムや地下水位の自在の調整が

可能な地下水位制御システム等の省力化技術の導入を積極的に推進す

る．」との記載がされていることから，農業用パイプラインの整備は今

後も増えることが予想される．そして，新たに整備されたパイプライン
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が耐用年数を迎えた頃には，すでに整備されているパイプラインと合わ

せて現在より多くの突発事故が発生している可能性がある．

以上のことから，今後の日本の農業を維持していくためには農業パイ

プラインにおける機能保全対策の整備が重要な課題であるといえる．

そこで，農業水利施設の補修・補強工事の設計や施工に関する技術指

針の整備が進められており，農業用パイプラインの長寿命化対策が検討

されている．パイプラインの長寿命化対策に当たっては，施設に要求さ

れる性能の低下状況を踏まえて，その性能を回復又は向上するために対

策工法が保有すべき性能を明確にした上で，対策の目的に応じた工法・

材料を選定することが重要である．また，その性能が施工，供用後に問

題なく発揮，維持されることがパイプラインの長寿命化対策の品質確保

やライフサイクルコストの低減を図る上で必要となる．農業用パイプラ

インにおいては下水道分野の老朽化対策を目的として開発された管路

更生方法による補修・補強や継手部の漏水対策が適用されることが多い．

しかし，農業用パイプラインは下水道施設と異なり，圧力管であること

や，スタンド等点検口間の距離が長いこと，路線に屈曲部や傾斜部が多

いこと等の特徴があるため，その点を踏まえた工法の選定や施工が必要

となる（農林水産省農村振興局，2017）．

ところで，下水道分野の老朽化対策として開発された継手部の漏水対

策の一つに止水バンド工法がある．継手部の漏水対策は，農業用パイプ

ラインにおいて重要な課題であり，突発事故の発生原因は使用管種別に

異なるが，PC 管・RC 管では継手部変状による漏水が 7 割を占めている

（農林水産省農村振興局，2009）．止水バンド工法は，継手部の変状等

により漏水等が生じた箇所に，変状箇所が包含されるように弾力性のあ

るゴムスリーブ等を防食性に優れる圧着用鋼材（ステンレス鋼板）を用

いて拡径装着し，部分的に止水補修する工法である．止水バンド工法は

人力による管内作業が必要であるため，作業員の安全性を考慮し適用径

は 800mm 以上とされている（佐々木，2017）．昭和 50 年代に開発され，

50 年代後期以降には多くの土地改良区で採用されてきた（樋口ら，2011）．

施工時に地上部の開削を必要としないことから，経済的で工期短縮が見

込まれるため，現在でも多くの地区で採用されており（志野ら，2010），

東日本大震災に対する応急復旧対応でも使用されている（仰木ら，2016）．
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止水バンド工法は，Fig.1-1 のとおり管路継ぎ手内面に施工されるため，
施工箇所では止水バンドの厚み分（20mm 程度）だけ通水断面が減少す

る．管水路では通水断面が変化する箇所において局所的なエネルギー損

失（圧力損失）が生じる．これまでは止水バンドによる通水断面の減少

がわずか数％であることから，止水バンド単体での損失は無視できるほ

ど小さいと考えられたため，水理学的な検討は十分に行われていない．

このことは，これまでは突発的な漏水事故の対策として止水バンド工法

が用いられることが多く，漏水箇所だけに施工される事例がほとんどで

あったことに起因する．しかし，近年では対象区間の継手部に対し予防

保全的に 100 箇所以上連続して施工される事例もある（野村ら，2015）．

下水管と異なり圧力管路によって農業用水を送配水する農業用パイプ

ラインでは，損失の大きさによっては水利用計画上必要な圧力を維持で

きなくなる可能性がある．そのため，補修・補強の対策工法を選定する

うえで止水バンド施工によるエネルギー損失の定量化は極めて重要な

課題といえる．

Fig.1-1 止水バンド工法の概要（断面図）

流れ

止水バンド

金属スリーブ

管体継手
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管路における急縮，急拡といった通水断面積の変化によるエネルギー

損失の研究は数多く行われているが（例えば，Gibson，1912， Wisbach，

1855），これらは単独の断面変化による損失を取り扱っている．そのた

め，止水バンドのように短い距離で断面変化が連続する場合，これらの

研究成果の適用の可否については明らかではない．それは，パイプラン

の口径は流量によって決定するため，口径を短い距離で変えなければな

らないような流量の変化（分合流など）は頻繁には起きないからである．

さらに，農業用パイプラインなどの圧力管路では，対象区間における損

失水頭をできるだけ小さくするため，局所損失の原因となる通水断面の

変化が短い区間で繰り返されるような状況を避けて整備されることも

理由の一つである．

一方，短い区間で断面変化が連続する場合として，管路壁面における

連続した凹凸やコルゲート管やらせん管形状がある．これらのエネルギ

ー損失は同じ断面変化が等間隔で繰り返されることから各断面変化を

個別に評価せず，摩擦係数の変化として評価される（日本機械化学会，

1979）．

止水バンドは継手部に連続して施工される場合もあれば，対象区間の

数か所だけに施工されたり，一箇所だけに施工される場合もある．した

がって，施工される数や設置間隔によって損失水頭の評価方法が異なる

可能性がある．

農業用パイプラインでは，農業用水を送配水することを目的としてい

るため，施設更新後も水路システムに要求される水理性能・水利性能・

構造性能を満足する必要があり（中ら，2013），そのためにはパイプラ

インのストックマネジメントによって管内のエネルギー損失が増加す

る場合には，その増加量を詳細に評価しなければならない．

以上のことから本論文では，農業用パイプラインにおける止水バンド

施工による管路内のエネルギー損失の評価方法の確立を目的とし，1) 複

数個の止水バンド施工がエネルギー損失に与える影響の評価，及び 2) 

止水バンド形状の違いがエネルギー損失に与える影響の評価について

検討した．

まず，止水バンドを連続的に施工した場合のエネルギー損失の評価方

法を検討する．複数個の止水バンド施工による損失水頭の計算方法とし
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ては，止水バンド単体での圧力損失を設置箇所の数だけ加算する方法が

考えられる．しかし，連続的に施工した止水バンドによる圧力変動の干

渉が生じる場合には，施工したすべての止水バンドでそれぞれの圧力損

失が等しくならならず，この方法は適用できない．したがって，止水バ

ンドを連続的に施工した場合のエネルギー損失の発生状況を検討し，そ

の評価方法を明確にする．

次に，止水バンド形状の違いによるエネルギー損失への影響を評価し，

止水バンド単体による損失評価方法を検討する．止水バンドの形状は管

内の流れを乱さず損失水頭が小さくなるように工夫されてはいるが，実

際にどの程度の損失水頭が発生するのかは定量化されていない．

これらについて，本研究では水理模型実験，数値実験，現地調査を実

施した．
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1.2 本論文の構成 

本論文は，以下の５章から構成される．

第１章 序論

第２章 水理模型実験による評価

第３章 数値実験による評価

第４章 現地調査による評価

第５章 結論

各章の主な内容を以下に示す．

第１章 序論

本研究の背景について述べ，止水バンド施工による水理的な課題を整

理したうえで，本研究の目的について述べた．また，本節では，本論文

の構成について述べる．

第２章 水理模型実験による評価

 管径 100mm の管路による水理模型実験を実施し，複数個の止水バン

ドによるエネルギー損失の評価方法と，止水バンド形状の違いによるエ

ネルギー損失への影響について検討した．

第３章 数値実験による評価

 水理模型をもとにしたモデルによって数値実験を実施し，止水バンド

形状の違いがバンド単体によるエネルギー損失の大きさに与える影響

について検討した．

第４章 現地調査による評価

 既設パイプラインを対象に，調圧水槽（スタンド）地点で水位計測を

行った．計測は止水バンドの施工前と施工後に行うことで，止水バンド

施工による既設水路の通水性能への影響を検討した．

第５章 結論

各章から得られたまとめを整理し，本研究の結論を示すとともに，残
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された今後の課題について述べた．
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第２章

水理模型実験による評価



第２章 水理模型実験による評価

2.1 緒論 

 止水バンドによる損失水頭の評価手法は確立されておらず，止水バン

ド単体での損失水頭の算定方法としては便宜的に管水路の急縮・急拡の

損失係数を用いて算定されている（野村・塩野，2015）．それは，止水

バンドの上流側（入口側）と下流側（出口側）での通水断面の変化をそ

れぞれ急縮による損失水頭と急拡による損失水頭の合計として算定す

る方法である．しかし，急縮・急拡の式は，それぞれの断面変化が独立

している場合に適用される式であり（土木学会，1999），止水バンドの

ように断面変化が短い距離で連続する場合の適用可能性は明らかでは

ない．

また，複数の止水バンド施工による損失水頭の評価方法としては，単

純に一箇所あたりの損失水頭を設置箇所の数だけ加算する方法が考え

られる．黒田ら（1978）によれば，二段直列配列の圧力調整オリフィス

においては，前段オリフィスによる下流への圧力変動が一定値に回復す

るまでの距離より離して後段オリフィスを配置すれば，各オリフィスに

よる損失水頭は独立して計算できることが確認されている．しかし，止

水バンドにおいては施工箇所が継手部であるため設置間隔が継手間隔

に等しく，その間隔において止水バンドによる圧力変動が一定値に回復

するかどうかは明らかではない．

今後も増大することが予想されるストックマネジメント事業では，施

設の周辺の宅地化等のために補修・補強に際し，より厳しい制約条件を

課され，これまでに既往の研究で知見が得られていない条件での改修が

必要となることもあり得る．そのような事例については，止水バンドに

よる損失に急縮・急拡の式を適用しているように，設計者の判断により

既存の水理公式を組み合わせて推定する場合がある（板野ら，2010）．

しかし，公式の適用範囲外であることが多いことから適切に評価するこ

とは困難である．そのため，基礎的な知見を得るために近年でも藤山ら

（2016）による開水路の漸縮による損失，田中ら（2004）による管路の

屈折による損失，鈴木（2012）による管路更生工法の局部シワによる損
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失のような水理模型実験が行われている．

本章では，1/8 サイズの縮尺模型を用いて水理模型実験を行い，止水

バンドの形状の違いによる損失係数への影響を検討するとともに，複数

個の止水バンド施工による損失水頭の評価方法について検討を行った．

さらに，急縮・急拡の式の便宜的な組み合わせによる損失水頭算定方法

の適用の可否について検討した．

-13-



2.2 方法 

2.2.1 水理模型概要 

 止水バンド工法の適用径は 800mm 以上であり，実際に施工される止

水バンドの厚みは管径によって変わらない．したがって，最小適用径で

ある 800mm の管に施工される場合の止水バンドによる断面縮小率が最

大となり，局所損失も最大となると考えられる．そこで，実スケールで

の実験は困難であることから管径 800mm を原型値と想定し，実験は縮

尺模型により行った．実験模型のサイズは，模型を設置する施設用地，

再現可能な流速，及び作成可能な止水バンド模型の最小寸法等から，縮

尺 1/8 の管径 100mm とした．

Fig.2-1，Fig.2-2 に実験模型の概要を示す．管径 D=100mm のアクリル

製の円管をフランジ継手で接続して水平な全長 14m の管路を作製した．

実験模型には屈折した管路から実験用水が供給されているため，バンド

設置区間の上流には助走区間を設けた．森川ら（1968）によると屈折管

の影響がなくなるのは下流側で管径の 50 倍以上の位置であるとされて

いるため，助走区間は設置条件によって異なるが 50D 以上とした．

下流水槽・計量水槽
（三角堰）

流量制御バルブ

流れ

14,000

助走区間
バンド
設置区間

unit : mm

Fig.2-1 実験模型の概要
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Fig.2-2 実験模型の様子

実験管路

流れ

下流水槽
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 管路中央には，止水バンド設置区間を設け，Fig.2-3 に示すとおりアク
リル製のリングによって模擬した止水バンド（Fig.2-4）を設置した．止
水バンドの形状，設置位置及び設置個所数は，測定方法及び実験ケース

によって異なる．

フランジ継手

止水バンド
流れ

w
w/2

x
z a

100

a

z
y unit : mm

H

θ θ

H

Fig.2-3 止水バンドの設置状況

(a) 縦断図
(b) 横断図（a-a 断面）

Fig.2-4 止水バンド模型 
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実験用水は研究所内の定圧ヘッドタンクから供給した．流量は下流水

槽の末端に設置した三角堰（90°）（Fig.2-5）で測定し，その調整は定圧
ヘッドタンクからの供給量と下流端の流量制御バルブ（Fig.2-6）のバル
ブ開度の操作によって行った．また，三角堰では水温も計測し，実験中

の水温は，5.5～7.9 であった．

下流水槽の水位はポイントゲージ（Fig.2-7）により測定し，（2.2.1）

と（2.2.2）式（農村振興局整備部設計課，2015）により流量を求めた．

Q = K
5
2 (2.2.1) 

 = 1.353 + 0.004 / +(0.14 + 0.2 / ) ( / 0.09)  (2.2.2) 

ここで，Q：流量（m3/s），ht：越流水深（m），K：流量係数，Dt：水槽

底部から切欠きまでの高さ（m），Bt：水槽幅である．使用した三角堰の

サイズは，Dt = 0.25m，Bt  = 0.8m である．

流れ

流れ

Fig.2-6 流量制御バルブFig.2-5 三角堰 

Fig.2-7 ポイントゲージ
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管路上には Fig.2-8 のとおりピエゾ管を複数箇所に設置し，ビニール
チューブによってマノメータと接続した．

 本実験では，通水時の管内圧力が高いこと，また，多地点でピエゾ水

頭を測定することから，Fig.2-9 に示すマノメータを使用した．水位を目
視により観測するためのガラス管は 24 本であり，ガラス管の上部はす

べて繋がっており，空気が密閉される構造とした．これにより，ガラス

管内の空気圧の調整によって水位を任意の高さに調整できるとともに，

ガラス管上部の空気に圧縮性があるため水面動揺が緩和される（山崎，

1956）．また，ガラス管の下部には電磁弁を取り付け，スイッチの ON/OFF

により一斉に弁が開閉する構造とした．ガラス管内の水位は，流量が安

定した状態でもわずかに振動していたが，電磁弁により瞬時値を計測す

ることが可能となった．

Fig.2-8 ピエゾ管
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Fig.2-9 マノメータ
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2.2.2 測定方法 

 測定は，以下の手順で行った．まず，実験管路に定圧ヘッドタンクか

らの流量と流量制御バルブの開度を操作し，管内が満流になっているこ

とを確認した．その状態で下流水槽の水位が安定するまで待ち，その間

にマノメータ内に混入した気泡を排除した．ポイントゲージによって計

測した下流水槽の水位が安定した時点で，水位から流量を求め，設定流

量に達した段階で計測を開始した．流量を記録した後，マノメータの電

磁弁を閉め，水位を読み取った．マノメータの目盛りは mm 単位で記録

した．最後に下流水槽における水温を計測した．

以上の手順を，段階的に流量を変化させ，複数の流速条件によって繰

り返した．流速は止水バンドを設置していない区間における断面

（D=100mm）で流量を除した断面平均流速 V（以下，流速と呼ぶ）であ

り，本実験模型で再現できた最大流速は約 4.2m/s であった．
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2.2.3 実験条件 

水理模型実験では，実験の目的によって止水バンドの設置箇所，ピエ

ゾ水頭の測定箇所及び止水バンドの形状を変えた異なる 3 つの設置条件

を用いた．設置条件１では，複数個の止水バンドによる損失水頭の大き

さを測定することを目的としている．設置条件２では，止水バンドの設

置間隔を変化させた場合の損失水頭の大きさを測定することを目的と

している．設置条件３では，単体の止水バンド前後での圧力変動を測定

することを目的としている．

(1)設置条件１ 

 設置条件１における実験模型の概要は Fig.2-10 に示すとおりである．

バンド設置区間のフランジ継手部 5 か所に止水バンドを設置した．フラ

ンジ継手部にバンドを設置しているため，設置条件１におけるバンドの

設置間隔 i は 500mm（5D）である． i =500 は，実スケールで 4m 間隔の

PC 管の継手を想定し，縮尺比から決定した．

実験には Fig.2-11 に示すとおり，上下流端の形状が異なる 2 種類の止

水バンド模型を使用した．Fig.2-11(a)を漸縮・漸拡形状，Fig.2-11 (b)を R

形状と称する．この形状は各メーカーの形状を参考にしている（農業土

木事業協会，2016）．さらに，本研究では止水バンドの厚み，幅，角度，

半径を変えた 5 タイプの止水バンドを使用した（Table2-1）．基本形状は

Type 2 であり，寸法はメーカーへの聞き取りを行い，決定した．止水バ

ンドの厚みは原型値では 20mm 程度であるが，実験模型の縮率が 1/8 な

ので 3mm とした．Type 3 に対して Type 1，2 では H が 1mm ずつ異なり，

5001,000
1,000×5本 = 5,000

下流水槽・計量水槽
（三角堰）

流量制御バルブ

ピエゾ管
BA

2,500
（バンド設置区間）

流れ x

z
フランジ継手

unit : mm

1,000×6本 = 6,000

500×6本 = 3,000

供給水

260

Fig.2-10 設置条件１の概要
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Type 4 では両端が R 形状，Type 5 では w が半分の長さになっている．

Table 2-1 止水バンド形状

タイプ
H 

(mm)

w 

(mm)

θ or r 

( ° or mm) 

Type 1 2 38 θ=30 

Type 2 3 38 θ=30 

Type 3 4 38 θ=30 

Type 4 3 38 r=6 

Type 5 3 19 θ=30 

Fig.2-11 止水バンド模型の概要

w

Hr r

(a) 漸縮・漸拡形状

w

Hθ θ

x

z

(b) R 形状
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設置条件１における実験ケースを Table2-2 に示す．設置条件１では，

各ケースで使用しているバンドタイプが異なるが，設置数及び設置間隔

は同様である．Case1-1 では，止水バンドは設置していない．

Table 2-2 実験条件（設置条件１）

Case 

止水バンド

設置数 設置間隔 i 

(mm)

バンドタイプ

Case 1-1 0 － －

Case 1-2 5 500 Type 1 

Case 1-3 5 500 Type 2 

Case 1-4 5 500 Type 3 

Case 1-5 5 500 Type 4 

Case 1-6 5 500 Type 5 
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(2)設置条件２ 

設置条件２では，設置間隔 i を 300mm 以下にするため，Fig.2-12 に示

すとおり 300mm のアクリル管を使用して管路を構成した（Fig.2-12 は，

Fig.2-1 に示したバンド設置区間の周辺を表している）．これは，500mm 

のアクリル管では i ≦300mm での管内への止水バンド設置が困難だっ

たためである．止水バンドは，設置開始位置 a-a 断面から，下流方向に

向かって i ごとに 5 箇所設置した．Table2-3 に実験条件を示す．設置条

件２では，Type 1（H=2mm）と Type 2（H=3mm）の２種類の止水バンド

を使用し，各止水バンドで i を 10，20，30，40，50，60，300mm に変え

て実験を行った．設置条件１と同様に，ピエゾ水頭の測定点 A,B を代表

点とし，それぞれのピエゾ水頭を hA，hB（mm）とした．

unit : mm

5001,000

500×6 本= 3,000

260フランジ継手

流れ

5001000

300×5 本= 1,500

150

ピエゾ管

500

バンド設置区間

AB区間 (2,500)

バンド設置区間

流れ

300

500

A B

A
B

x

z
a

a

a

a

Fig.2-12 設置条件１，２におけるバンド設置箇所の比較

(a) 設置条件１

(b) 設置条件２
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Table 2-3 実験条件（設置条件２）

Case 

止水バンド

設置数 設置間隔 i 

(mm)

バンドタイプ

Case 2-1 0 － －

Case 2-2 5 10 Type 1 (H=2) 

Case 2-3 5 20 Type 1 

Case 2-4 5 30 Type 1 

Case 2-5 5 40 Type 1 

Case 2-6 5 50 Type 1 

Case 2-7 

Case 2-8 

5 

5 

60 

300 

Type 1 

Type 1 

Case 2-9 

Case 2-10 

Case 2-11 

Case 2-12 

Case 2-13 

Case 2-14 

Case 2-15 

5 10 Type 2 (H=3) 

5 

5 

5 

5 

5 

5 

20 

30 

40 

50 

60 

300 

Type 2 

Type 2 

Type 2 

Type 2 

Type 2 

Type 2 
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(3)設置条件３ 

設置条件３における止水バンドの設置方法とピエゾ管の設置位置は

は Fig.2-13 のとおりである．実験模型の概要は設置条件１とほぼ同じで

あり，A-B 間のアクリル管を付け替えて設置条件３における実験を行っ

た．設置条件３では，1 箇所だけに止水バンドを設置し，その上下流に

多数のピエゾ管を設置した（Fig.2-14）．設置したピエゾ管を上流側から

①～⑳とし，各点で測定したピエゾ水頭を h1～h20（mm）とした．止水

バンドの上流に設置した①～⑤のピエゾ管は 20mm 間隔とし，下流に設

置したピエゾ管のうち⑥～⑮は 10mm 間隔，⑯～⑳は 20mm 間隔とした．

500

D= 
100

フランジ継手止水バンド

w

10 207

87 80
9050 128

流れ

20

ピエゾ管
20mm間隔

x
z

ピエゾ管

1,000 260
流れ 500

500×6 本= 3,000

unit : mm

⑳⑥①

A B

ピエゾ管
10mm間隔

ピエゾ管
20mm間隔

x
z

Fig.2-13 設置条件３の概要

-26-



 設置条件３における実験条件を Table2-4 に示す．設置条件３では，止

水バンドの厚さを変えた 3 ケースの実験を行った．

Table 2-4 実験条件（設置条件３）

Case 
止水バンド

設置数 バンドタイプ

Case 3-1 0 －

Case 3-2 1 Type 1 (H=2) 

Case 3-3 1 Type 2 (H=3) 

Fig.2-14 設置条件３におけるピエゾ管の設置状況
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2.3 結果と考察 

2.3.1 止水バンド形状の影響 

Fig.2-15 に設置条件１によって求めた Case1-1～Case1-6 における損失

水頭と流速の関係を示す．Fig.2-15 (a)は，止水バンドなしの Case1-1 お

よび H の大きさが異なる Case1-2～1-4 の結果，Fig.2-15 (b)は，W や漸縮・

漸拡形状の異なる Case1-3,1-5,1-6 の結果である．ΔhABは A 地点と B 地

点の間における損失水頭を示しており，ΔhAB = hA－hB である．図より，

すべてのケースで流速が速くなるほどΔ hAB は大きくなっている．

Fig.2-15 (a)では，止水バンドを設置していない Case1-1 におけるΔhAB

が最も小さく，H が大きいケースほどΔhAB も大きくなっている．これ

は，止水バンド部の通水断面積が小さくなる H が大きいケースほど，Δ

hABも大きくなったと考えられる．Fig.2-15 (b)では，Case1-3 と Case1-6

のΔhABはほぼ同じ値であり，Case1-5 はわずかに小さい値となっている．

Fig.2-15 損失水頭と流速の関係（Case1-1～1-6）

0
50

100
150
200
250
300
350
400
450
500
550

0.0 1.0 2.0 3.0 4.0

Δh
A

B(
m

m
)

流速（m/s）

Case1-1
Case1-2
Case1-3
Case1-4

0
50

100
150
200
250
300
350
400
450
500
550

0.0 1.0 2.0 3.0 4.0

Δh
A

B(
m

m
)

流速（m/s）

Case1-3

Case1-5

Case1-6

(a) Case1-1～1-4 

(b) Case1-3,1-5,1-6 
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2.3.2 設置条件１と設置条件２の比較 

 設置条件１と設置条件２では，A-B 間のアクリル管の長さが異なるた

め，その間のフランジ継手の数も異なる．設置条件１では A-B 間のフラ

ンジ継手は 5 箇所であるが，設置条件２では 7 箇所である．フランジ継

手部では，丁寧に設置した場合でもわずかな段差や隙間ができる．その

ため，設置条件１と設置条件２では A-B 間の損失水頭に違いがでる可能

性がある．そこで，設置条件１と設置条件２における実験結果の比較を

行った．

Fig.2-16 に Case1-1，1-3，2-1，2-15 における損失水頭と設置間隔の関

係を示す．図より，止水バンドを設置していない Case1-1，2-1 では，Δ

hABはほぼ同じ値であった．同じ形状の止水バンド（H=3mm，W=38mm，

θ=30°）を使用した Case1-3，2-15 においても，設置間隔は Case1-3 が

300mm，Case 2-15 が 500mm と異なるが，ΔhABはほぼ同じ値であった．

したがって，設置条件１と設置条件２においては，A-B 間のフランジ

継手による損失水頭への影響はわずかであり，アクリル管の長さが異な

ることによる実験結果への影響はないことがわかった．

0

50

100

150

200

250

300

350

400

450

0.0 1.0 2.0 3.0 4.0 5.0

Δh
A

B(
m

m
)

流速(m/s)

Case1-1

Case1-3

Case2-1

Case2-15

Fig.2-16 損失水頭と流速の関係

（設置条件１と設置条件２の比較）
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2.3.3 止水バンドの設置間隔による影響 

Fig.2-17に設置条件２によって求めた Case 2-1～2-8における損失水頭

と流速の関係を示す．図より，すべてのケースで流速が速くなるほどΔ

hABは大きくなり，止水バンドを設置していない Case 2-1 におけるΔhAB

が最も小さい．Case 2-4～2-8 ではΔhABにほとんど差はなく，設置間隔

の狭い Case 2-2～2-3 よりΔhABが大きい．これは，止水バンドの設置間

隔が狭いほど流れの剥離が個々に生じず，一体として生じたことにより

ΔhABが小さくなったと考えられる．

0

50

100

150

200

250

300

350

400

450

0.0 1.0 2.0 3.0 4.0 5.0

Δh
A

B(
m

m
)

流速(m/s)

Case2-1
Case2-2
Case2-3
Case2-4
Case2-5
Case2-6
Case2-7
Case2-8

Fig.2-17 損失水頭と流速の関係（Case2-1～2-8）

-30-



Fig.2-18 に Case 2-9～2-15 における損失水頭と流速の関係を示す．

Fig.2-17 と同様に，設置間隔が 30mm 以上の Case 2-11～2-15 ではΔhAB

にほとんど差はなく，設置間隔の狭い Case 2-9～2-10 よりΔhABが大き

い．
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Fig.2-19 に Case 2-2～2-8（H=2mm）における損失水頭と設置間隔の関

係を示す．横軸の設置間隔は 0～70mm までとし，設置間隔 300mm にお

ける結果は破線で示した．本実験模型では各ケースにおいて全く同じ流

速を再現することは困難であるため，Fig.2-17 に示した実測のΔhABと流

速の関係から 2 次多項式による近似式を求め，流速 2.0，3.0，4.0 m/s に

おけるΔhABを推定した．すべてのケースにおける決定係数は 0.9999～

0.9997 の範囲である．図より，すべての流速において設置間隔が狭くな

るほど損失水頭が小さくなり，設置間隔 50mm 以上では損失水頭にほぼ

差はない．また，流速が大きいほど設置間隔 10～30mm における損失水

頭の変化が大きい．
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Fig.2-20 に Case 2-9～2-15（H=3mm）における損失水頭と設置間隔の

関係を示す．Fig.2-19 と同様に，すべての流速において設置間隔が狭く

なるほど損失水頭が小さくなり，設置間隔 50mm 以上では損失水頭にほ

ぼ差はない．

以上の結果より，本研究で対象とした形状の止水バンドについては，

設置間隔が 0.5D 以上であれば設置間隔の違いによる損失水頭の大きさ

への影響はないといえる．
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2.3.4 止水バンド周辺の圧力変動 

Fig.2-21 に設置条件３によって求めた Case3-1 における止水バンド前

後の圧力変動を示す．Δhu は止水バンド上流の①地点を原点とした場合

の②～⑳地点の損失水頭を示しており，Δhu(m) = hm－ h1 (m= 2, …  , 

20)である．横軸は，①地点を原点とした流れ方向の距離 xである．Case3-1

では止水バンドを設置していないため，Δhuは摩擦損失により一定勾配

で減少するはずであるが，圧力変動はそのような変化を示していない．

これは，各地点のピエゾ管のわずかな形状の違いによる影響と考えられ

る．
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Fig.2-22 に設置条件３によって求めた Case3-2，Case3-3 における止水

バンド前後の圧力変動を示す．Fig.2-22 (a) は Case3-2，Fig.2-22 (b)は

Case3-3 における結果であり，各ケースで止水バンドの厚さが異なる．

どちらのケースにおいても止水バンド直上流（x=80）では圧力が増加し，

直下流（x=132）では減少している．これは，止水バンドによる通水断

面の変化によるものであり，H=2mm の Case3-2 より H=3mm の Case3-3

の方が，止水バンド直上流および直下流における圧力の変動幅は大きく

なっている．特に，直下流では顕著であり，それぞれのケースで流速が

最も大きい場合に，Case3-2（V=4.16m/s）ではΔhu が -39mm に対し，

Case3-3（V =4.12m/s）ではΔhu が -210mm まで小さくなっている．しか

しながら，止水バンドによる圧力変動への影響範囲は狭く，x が 0～50mm

と 150～322mm の間では，Case3-2 と Case3-3 におけるΔhuは x 軸方向に

対してそれぞれの流速でほぼ一定に推移していた．
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Fig. 2-23 に止水バンド上流側の①～⑤地点における Δhuと流速の関係

を示す．止水バンドの上流端における x は 87mm である．止水バンド直

上流の⑤地点 (x =80)では，止水バンドありとなしの Δhuに差があり，止

水バンドなしでは流速が大きくなるにつれて Δhuが小さくなっているの

に対し，止水バンドありでは Δhuが大きくなっている．④地点 (x =60)で

は，流速約 3.0m/s 以上では Δhuにわずかな差があり，②，③地点 (x =20，

40)ではすべての流速でほぼ同じ値である．したがって，止水バンド上流

側ではバンド端から上流に 47mm（=87mm－40mm）以上の距離では，止

水バンドがないときの圧力勾配と等しくなることがわかった．
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Fig. 2-24 に止水バンド下流側の各地点における Δhdと流速の関係を示

す．Δhd はバンド下流の⑳地点を原点とした場合の各地点での損失水頭

を示しており，Δhd(m) = hm － h20(m= 6, … , 19)である．止水バンドの下

流端における x は 125mm である．バンド直下流の⑥地点 (x=132)では，

Case3-1（止水バンドなし），Case3-2（H =2mm）と Case3-4（H =3mm）

の Δhdに差があり，Case3-1，Case3-2 では流速が大きくなるにつれて Δhd

が大きくなっているのに対し，Case3-3 では Δhd が小さくなっている．

⑦ ，⑨  (x =142，162)では流速が約 2.5m/s 以下のときは Δhdはほぼ同じ

値であるが，流速約 3.0m/s 以上のときには流速が大きくなるにつれて

Δhdの違いが大きくなっている．⑩地点 (x =172)では，すべての流速でほ

ぼ同じ値である．したがって，止水バンド下流側ではバンド端から 47mm

（=172mm－125mm）以上の距離では，止水バンドがないときの圧力勾配

と等しくなることがわかった．

以上の結果から，本研究で対象とした形状の止水バンドについては，

止水バンドによる圧力変動の影響範囲は流速が大きくなるにつれてわ

ずかに広がるが，上下流ともに止水バンドの端から 47mm（約 0.5D）以

上の範囲では，止水バンドがないときの圧力勾配と等しくなることがわ

かった．
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黒田ら（1978）の実験では，管径 51mm の管路に設置した 2 個のオリ

フィスについて，上流側のオリフィスによる下流方向への圧力変動が消

滅する距離以上の間隔でオリフィスを設置すれば各個の損失水頭は独

立して計算できることが確認されている．本実験においても 2.3.3 節で

述べたように，設置間隔の違いが損失水頭の大きさに影響を与える距離

が 0.5D 未満であったことは，止水バンド下流における圧力変動の影響

範囲が 0.5D 未満であったためと考えられる．
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2.3.5 止水バンド単体による損失水頭 

止水バンドの設置間隔が 0.5D 以上のとき，複数個の止水バンドによ

る損失水頭はバンドごとで独立しているため，ΔhABは (2.3.1)式となる．

hAB = hf + hb × バンド数  (2.3.1) 

ここで，hf：摩擦損失，hb：バンド 1 個あたりの損失水頭，である．Case 

1-1 においては ΔhAB = hfとし，(2.3.1)式より Case1-2～1-6 における hbを

求める．ただし hb は，Fig.2-15 に示した実測の ΔhABと流速の関係から

近似式を求め，流速 1.0，2.0，3.0，4.0 m/s における ΔhABを推定し，算

出した．結果は Fig.2-25 のとおりである．流速が大きくなるほど hbも大

きくなっている．
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さらに，次式により止水バンド単体での損失係数 fbと Re を求めると

（土木学会，1999），Fig.2-26 のとおりである．

fb = hb × 2g / V2 (2.3.2)

Re = D × V / v (2.3.3)

ここで，g：重力加速度（m/s2）， ν：動粘性係数（m2/s）である．すべての

ケースで Re が大きくなるにつれて fbは一定値に収束している．

各ケースの最大 Re での fbは Table 2-5 のとおりである．Case1-2 の fb

に対して，Case1-3 は約 2 倍，Case1-4 は約 3 倍である．また，Case1-3

の fbに対して，バンド端に丸み付けした Case1-5 は約 0.8 倍であり，バ

ンド幅を 19mm にした Case1-6 はほぼ同じ値である．したがって，止水

バンド形状による fbへの影響は，バンド厚さが最も大きく，バンド幅は

19 mm と 38mm ではほとんど影響がないことがわかった．
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Table 2-5 損失係数 

Case fb

Case1-2 0.016 

Case1-3 0.031 

Case1-4 0.051 

Case1-5 0.025 

Case1-6 0.032 
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2.3.6 既存公式との比較 

Fig. 2-27 にバンド厚さ 2～4mm（Case1-2～1-4）における流速 4.0m/s

のときの実験による損失係数と急縮・急拡の式による損失係数を示す．

Table 2-5 に示した fbを実験値，管水路における急縮及び急拡による損失

の式（土木学会，1999）によって求めた fbを計算値とする．

バンド厚さ 3mm のときの計算値による fbは，急縮による損失係数が約

0.049，急拡による損失係数が約 0.014 であり，2 つの損失係数の合計か

ら約 0.063 となる．このときの実験値の fbは 0.031 であることから，実

験値と計算値では 2 倍程度の違いがあった．これは本実験に使用した止

水バンド形状が急縮・急拡ではなく漸縮・漸拡形状であったことと，断

面変化が短い距離で連続したことが影響していると考えられる．したが

って，止水バンド施工による損失水頭を計算値によって算定した場合，

過大に評価する可能性があることがわかった．
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2.3.7 損失係数とレイノルズ数 

止水バンドによる損失水頭を内面の粗度として摩擦損失と一体とし

て取り扱うと，Fig. 2-15 における ΔhABは (2.3.4)式（農林水産省農村振興

局整備部設計課，2009）となる．

hAB = hf = f
L
D

V2

2g
(2.3.4)

ここで， f：摩擦損失係数，L：管路の長さ，である．

さらに， (2.3.5)式に示す Colebrook 式（石原・本間，1957）より絶対

粗度 k を求めると Table 2-6 のとおりである．ただし，k は，V >1.5m/s

における平均値である．

1
f
 = -2log10

k D
3.7 +

2.51
Re f

(2.3.5)

Table 2-6 より，k=0.1 は，概ね，止水バンドによる増加と考えられる．

Fig. 2-28 に k=0.1 における (2.3.5)式より求めた f と Re の関係を示す．

Re の増加とともに f 値は一定値 0.02 に収束している．Schlichting（1955）

によると，円柱物体ではレイノルズ数に対する抵抗係数は，特定のレイ

ノルズ数領域では一定値を保つ（レイノルズ数効果が小さい）ことがわ

かっている．本実験においても，最大 Re 約 3.0×105の領域では f 値が一

定値に収束しているため，レイノルズ数効果が小さい現象が成立してい

る．したがって，Fig. 2-26 における fbにおいても Re が約 3.0×105よりさ

Table 2-6 絶対粗度

Case 
絶対粗度

k (m)

Case 1-1 0 

Case 1-3 0.1 
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らに大きくなった場合には， fb は 0.032 と同値，もしくは小さい値にな

ると推定される．

2.3.8 縮尺模型による実験結果の原型値への適用 

 縮尺模型による実験結果の原型値への適用については，  2.3.7 のとお

り実験範囲外の Re 領域であっても損失係数を推定することができるた

め，レイノルズ相似則に従えば本実験で得られた結果を原型値に適用す

ることは可能だといえる．

しかし，原型値における Re 領域を模型実験では再現できていないた

め，実験範囲外のレイノルズ数効果が小さい現象については明らかにで

きていない．

また，管路の摩擦損失を考慮する場合には，模型と原型で Re を一致

させるだけでなく，摩擦勾配（hf / L )を一致させる必要がある．それは，

模型と原型では D は相似でも k/D は相似になっていないためであり，Re

を一致させた場合には摩擦勾配の非相似が生じる．したがって，模型管

路の粗度を原型と相似にし，摩擦勾配を一致させる必要があるが，それ

は現実的に難しい．

以上の問題を解決するためには，さらに大口径での模型実験，原型値

の Re 領域を再現した数値実験，もしくは実際に止水バンドが施工され

た管路での現地観測が必要である．

0.00
0.01
0.02
0.03
0.04
0.05
0.06

1.0.E+03 1.0.E+04 1.0.E+05 1.0.E+06

f

104 105 106

Re
Fig. 2-28 摩擦損失係数 f とレイノ
ルズ数 Re の関係（k = 0.1）
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2.4 結論 

 本研究では，縮率 1/8，管径 100mm の水理模型実験を実施し，止水バ

ンドによる損失係数について以下の知見を得た．

1) バンド厚さを 2,3,4mm と変化させた場合，2mm の損失係数に対して

3mm の損失係数は約 2 倍となり，4mm の損失係数は約 3 倍となるこ

とから，バンド厚さが止水バンド単体の損失係数に与える影響は大き

い．

2) バンド端を漸縮・漸拡形状から R 形状にした場合には損失係数は約

0.8 倍になる．

3) バンド幅が 19mm と 38mm の場合では，損失係数に違いはない．

4) 止水バンドの設置間隔が 0.5D 以上であれば，設置間隔の違いが損失

水頭の大きさに与える影響はなく，0.5D より狭ければ損失水頭は小

さくなる．

5) 止水バンドの設置間隔が 0.5D 以上であれば，複数の止水バンドを連

続的に施工した場合の損失水頭は，単純に一箇所あたりの損失水頭を

設置箇所数倍することで路線全体の損失水頭を評価できる．

6) 本実験で用いた止水バンド形状では，止水バンド単体による損失係数

は急縮・急拡の式を用いて算定した損失係数の 1/2 程度であった．し

たがって，本式による算定は止水バンド単体による損失水頭を過大に

評価する可能性がある．
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第３章

数値実験による評価



第３章 数値実験による評価

3.1 緒論 

 第２章では止水バンド模型を使用した水理模型実験を実施した．その

結果，複数の複数の止水バンド施工による損失水頭がバンド単体による

損失水頭を設置個所の数だけ加算する方法によって求めうること，止水

バンドの厚みやバンド端の形状の違いが損失係数に影響を及ぼすこと，

および，止水バンド単体による損失水頭の算定に急縮・急拡の式を用い

た場合には過大評価する可能性があることを明らかにした．

しかし，水理模型実験では再現できる止水バンド形状に限りがあるた

め，バンドの幅や，角度の違いによる損失係数への影響までは明らかに

することはできなかった．止水バンド形状が各メーカーによって異なる

ことを考慮すると，止水バンド施工による損失水頭を定量化するために

は，より多くの止水バンド形状に対する損失係数を明らかにしなければ

ならない．

 以上のことから，本章では，数値流体力学（ Computational Fluid 

Dynamics : CFD）を用いた数値実験を行うこととした．CFD は，流体の

運動をコンピュータを用いて予測する手法であり，1970 年代終わりから

始まったスーパーコンピュータの急速な発展により，1980 年代に有用性

が著しく高まってきた．2000 年代以降には，コンピューターの著しい進

歩により CFD の有用性がますます高まり，流体力学の研究手段として確

固たる地位を占めるようになっている．とりわけ，産業応用面での CFD

の発展は著しく，航空機開発では風洞実験の多くが数値シミュレーショ

ンに置き換わり，エンジン開発でもタービンや燃焼系の設計で CFD が実

用化されている（豊田，2018）．数値実験の利点は，実験では得られな

いデータを提供することであり，実験数を増やすことだけでなく，管内

の流れの可視化を行うことが可能である．したがって，数値実験は，模

型実験だけでは充足できない情報を補完するために有効な手段といえ

る．

本研究では，市販の CFD ソフトウェアである ANSYS Fluent（ANSYS 

Inc.）を使用し，数値実験を行った．ANSYS Fluent は，すでに様々な分

-50-



野において使用されているソフトである（例えば，三島，2015，鶴田，

2017，菊池，2016）．ここでは，止水バンドが管路の一箇所に施工され

た数値モデルを作成し，止水バンドの幅や角度を変化させることにより，

止水バンド形状の違いによる損失係数や管内の流れへ及ぼす影響を検

討した．なお，このモデルの縮率は，第２章で実施した水理模型実験と

同様の 1/8 とし，数値実験の結果と水理模型実験の結果を比較すること

によりモデル精度の検証を行った．

-51-



3.2 方法 

3.2.1 数値実験概要 

本研究で使用した汎用流体解析ソフトである ANSYS 社の ANSYS 

Fluent（ver.16.1）は，非圧縮性流体における流れの基礎方程式には連続

の式（3.2.1 式）およびレイノルズ平均された Navier-Stokes 方程式（3.2.2

式）を用いている（梶島，1999，小竹ら，2017）．

＋    (ρu) = 0 (3.2.1)

u
＋ u u   = － p＋ v∇ u＋K (3.2.2)

ここで，ρ：密度（kg/m3），u：速度ベクトル（m/s），t：時間（ s），p：

圧力（Pa），v：動粘性係数 (m2/s)，K：外力項である．乱流モデルには，

壁から離れた高レイノルズ数領域と壁面近傍の低レイノルズ数領域を

ともに精度よく解析できる SST k-ω モデルを採用した（Menter，1994）．

ANSYS Fluent では，これらの基礎方程式の離散化に有限体積法が用いら

れている．有限体積法では，計算領域を体積格子（Control Volume : CV）

に分割し，それぞれの CV に対して基礎方程式で表される各物理量の保

存則を当てはめることにより流体の運動を解く．また，離散化した式を

解く方法としては収束性に優れている SIMPLE法を用いている（Patanker，

1972，岸本，2016）．

計算領域の概要は Fig.3-1 に示すとおりである．水理模型実験（第２

章）の管径 100mm の円形管路をもとに，メッシュ数を削減するために

1/4 分割した扇形のモデルを作成した．X 軸方向の距離は 1500mm とし，

止水バンドの中央が，流入境界から 800mm に位置するように再現した．

止水バンドの中央から流出境界までの距離は 700mm である．また，模

型実験のピエゾ管設置位置に合わせて，バンド中央から上流へ 240mm

と，下流へ 260mm の位置に圧力評価位置を設定し，それぞれの地点で
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のピエゾ水頭を hU，hD，とした．

流体の条件は，Table 3-1 のとおりである．

作動流体 水（20 ／一定）

密度 998.2kg/m3

粘性係数 1.003×103 Pas 

動粘性係数 1.005×10-6m2/s 

Fig.3-1 計算領域全体の形状

800 700

w

H

50
流入境界 流れ 流出境界

240 260

上流側圧力
評価位置

下流側圧力
評価位置

対称境界

x
z

θ1 y

z

θ2

unit:mm

Table3-1 流体の設定条件
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メッシュの生成には ANSYS Meshing を使用した．zy 面及び zx 面のに

おけるメッシュ分割は，Fig.3-2，Fig.3-3 に示すとおりである．すべての

メッシュは，六面体の構造で作成した．計算領域はほぼ直線であり，六

面体構造は流れの方向に沿うように作成した場合には解析精度が高い

ことが知られている（森ら，  2018）．壁面および止水バンド周辺では，

詳細な流れをとらえられるように，メッシュを細かくした．総メッシュ

数は約 40 万である．

Fig.3-2 メッシュ分割（zy 面）

z
y
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Fig.3-3 メッシュ分割（zx 面）

流れ
x

z

止水バンド部分

-
5
5
-



3.2.2 流入・流出境界の設定条件 

流入境界では，助走区間を短くして計算負荷を軽減するために，入力

した断面平均流速 V0に対して次式により 1/7 乗則（大西，1981）で速度

分布を与えた．

Vc = V0 / 0.8 (3.2.3)

vr = Vc × {(0.5D-r)/0.5D}1 7 (3.2.4)

ここで，Vc：主流速度，D：直径，r：管中心からの距離，vr：r 地点の流

速，である．V0 が 4.0 m/s の時の流入境界における zy 面の流速分布を

Fig.3-4 に示す．

z
y

0.02 (m)0 0.01

0.0150.005

流速(m/s)
4.99
4.42
3.85
3.28
2.71
2.14
1.57
1.00
0.43

-0.14
-0.71

Fig.3-4 流入境界の流速分布
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入力した断面平均流速 V0と流入境界及び圧力評価位置において求め

た断面平均流速 V は Table 3-2 のとおりである．それぞれの流速におい

て，V は V0の約 1.02 倍であった．これは，断面平均流速と 1/7 乗則の変

換の限界と考えられる．

流出境界では流速については自由流出とし，圧力については一定値

(0Pa)を与えた．

V0 V

1.0 1.021 

2.0 2.042 

3.0 3.063 

4.0 4.085 

Table3-2 V0と V の関係
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3.2.3 実験条件 

 モデルで再現した止水バンドの形状は，Table 3-3 のとおり実験ケース

によって異なる．Case1’では，Fig.3-1 に示した計算領域を止水バンド部

分が平らになるように変更し，止水バンドが設置されていない状態を再

現した．Case2’と Case3’ではバンド厚さ H が異なっており，2mm と 3mm

である．この Case3’を基本形状とし，Case4’～8’ではバンド幅 w を 15～

50mm まで変化させた．Case9’～11’では，バンド端の角度（上流側 θ1，

下流側 θ2）が異なっており，Case9’ では上下流ともに 15°，Case10’で

は上流側のみ，Case11’では下流側のみを 15°とした．

各実験ケースで複数の流速条件において実験を行った．再現した最大

流速は，水理模型実験（第２章）に合わせて V0=4.0m/s を基本とし，参

考値として V0=16.0m/s における実験も実施した．

Table3-3 実験条件（数値実験）

Case 
H 

(mm)

w 

(mm)

θ1 

( ° ) 

θ2 

( ° )

同一

ケース※

Case1’ 0 - -  Case1-1 

Case2’ 2 38 30 30 Case1-2 

Case3’ 3 38 30 30 Case1-3 

Case4’ 3 15 30 30 - 

Case5’ 3 17 30 30 - 

Case6’ 3 19 30 30 Case1-6 

Case7’ 3 21 30 30 - 

Case8’ 3 50 30 30 - 

Case9’ 3 38 15 15 - 

Case10’ 3 38 15 30 - 

Case11’ 3 38 30 15 - 

※水理模型実験においてバンド形状が同一のケース 
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3.3 結果と考察 

3.3.1 モデルの検証 

(1) 縦断方向の圧力変化 

Fig.3-5 に V0が 4.0 m/s の時の Case1’～3’における縦断方向の圧力変化

を示す．横軸は，流入境界を 0m とした流れ方向の距離 x であり，Δhx

は流出境界の水頭を基準とした場合の各地点 x における水頭差を示して

いる．すべてのケースにおいて，上流端から 0.1m 地点以降では Δhxがお

おむね一定勾配で減少していることから，上流側圧力評価位置では十分

に発達した流れになっており，本モデルの助走区間は十分であることが

わかる．また，止水バンド付近では圧力が大きく変動しているが，上流

側圧力評価位置と下流側圧力評価位置では圧力勾配がおおむね一定で

あることから，この 2 点の圧力から止水バンドによる損失水頭を評価で

きるといえる．

-1,000

-800

-600

-400

-200

0

200

400

0.0 0.1 0.2 0.3 0.4 0.5 0.6 0.7 0.8 0.9 1.0 1.1 1.2 1.3 1.4 1.5

Δh
x(m

m
)

距離(m)

Case1'

Case2'

Case3'

Fig.3-5 縦断方向の圧力変動

上流側圧力
評価位置 (U) 

下流側圧力
評価位置 (D)
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(2) 水理模型実験との比較 

Fig.3-6に Case1’～3’および水理模型実験の Case1-1～1-3 における

損失水頭と流速の関係を示す．数値実験における上流側圧力評価位

置 (U)から下流側圧力評価位置(D)までの損失水頭を ΔhUDとすると，

ΔhUD = hU－hD となる．Case1-1～1-3 における損失水頭は，水理模型

実験における A-B 間の距離が，U-D 間の距離の 5 倍であることから

ΔhAB / 5 とした．図より，すべてのケースで流速が速くなるほど損失

水頭は大きくなっている．また，すべての場合で損失水頭は数値実

験の方が模型実験よりもわずかに大きい．これは，止水バンドなし

Case1’と Case1-1 でも違いが生じていることから，数値実験における

壁面摩擦や乱流によるエネルギー損失が水理模型実験より大きくな

ったためと考えられる．
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Fig.3-6 損失水頭と流速の関係

（Case1’～3’，Case1-1～1-3）
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水理模型実験と同様に，  (2.3.1)～ (2.3.3)式によって Case2’～3’の

損失係数 fbと Re を求めると Fig.3-7 のとおりである．図より，いず

れのケースでも，Re が変化しても fbに大きな変化はみられない．

Fig.3-7 における最大 Re（V0=4.0m/s）での fbとバンド厚さの関係を模

型実験と数値実験で比較すると Table 3-4 のようになる．fbは模型実験よ

り数値実験の方がわずかに大きい値となったが，w が 1mm 大きくなった

場合の fbの増加量は，模型実験が 0.015，数値実験が 0.016 であり，ほぼ

同じであった．したがって，本数値実験では水理模型実験より損失係数

を大きく評価するがその差はわずかであり，止水バンドの形状の違いが

損失係数に与える影響の評価は可能であると考えられる．

0.00

0.01

0.02

0.03
0.04

0.05

0.06

1.0.E+04 1.0.E+05 1.0.E+06

f b

Re

Case2'

Case3'

105 106104

Fig.3-7 損失係数とレイノルズ数の関係

（Case2’～3’）

Table 3-4 模型実験と数値実験の損失係数

H 
fb

模型
実験

数値
実験

2mm 0.016 0.019 

3mm 0.031 0.035 

差 0.015 0.016 

-61-



3.3.2 バンド幅の影響 

(1) 損失係数 

Fig.3-8 に Case3’～8’における損失水頭と流速の関係を示す．図より，

Case4’ ～8’の ΔhUDは，Case3’より大きい，もしくは同程度であった．

また，流速が大きくなるにつれて，バンド幅が小さいほど Case3’との差

は大きくなっている．
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Fig.3-8 損失係数と流速の関係

（Case3’～8’）
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Fig.3-9 に Case3’～8’における fbと Re の関係を示す．図より，すべて

のケースにおいて，Re の増加に対して fbはほぼ一定であり， fbは Re の

変化に影響を受けないことがわかる．また，すべての Re の増加に対し

て各ケースの fbの大小関係は同様であった．
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Fig.3-9 損失係数とレイノルズ数の関係

（Case3’～8’）
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Fig.3-10 に Case3’～8’の結果から求めた，V0=4.0m/s の時のバンド幅と

fbはの関係を示す．バンド幅が 15mm では fb =0.049 であり，バンド幅が

広くなるにつれて fbは一定値に収束している．バンド幅 21mm では fb 

=0.038 であり，バンド幅 38mm の fb =0.035 よりわずかに大きい値であっ

たが，バンド幅 50mm では fb=0.035 であり，バンド幅 38mm の fbと同程

度であった．したがって，数値実験ではバンド幅 38～50mm では fbに差

がないことがわかった．これは，漸縮により乱れた流れが漸拡により再

び乱される前に止水バンド上で一様な流れに発達するために 19mm より

長い距離が必要であり，15mm の場合には，漸縮による流れの乱れが漸

拡の乱れに影響することでより大きな損失水頭を生じさせたためと考

えられる．したがって，数値実験ではバンド幅 38～50mm では，バンド

幅の違いによる損失係数への影響はなく，バンド上流側（入口側）と下

流側（出口側）での断面変化による局所損失は独立して評価できると考

えられる．

第２章の水理模型実験では，バンド幅 19mm と 38mm における fbは

0.032 と 0.031 であり，数値実験の方が水理模型実験より fbが一定値に収

束するまでのバンド幅は広くなった．水理模型実験におけるバンド幅

38mm と 50mm で fbにほぼ差がないという結果に，数値実験における結

果を補完すると，バンド幅 19～50mm では，バンド幅の違いによる fbへ

の影響はないと考えられる．
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Fig.3-10 バンド幅と損失係数の関係

（Case3’～8’）

-64-



(2) 止水バンド上下流における局所損失の独立性 

Fig.3-11 に V0= 4.0 m/s の時の Case3’，4’，8’における止水バンド周辺

の縦断方向の圧力変化を示す． 各ケースでは，バンド幅が 38，15，50mm

と異なるため，圧力変動の発生する地点が異なっている．しかし，止水

バンド上流側では圧力変動の傾向はほぼ同様であり，一旦圧力が大きく

なった後に下がっている．一方，下流側ではバンド幅によって圧力変動

の傾向に違いが生じており，Case4’はバンド中央より下流は圧力が上昇

するだけであるが，Case3’および 8’は圧力が一旦わずかに下がってから

上昇している．Case3’，8’における圧力変動が急拡や漸拡による圧力変

動（板谷，1966，宮津，1939）と類似していることから，Case4’のバン

ド幅の狭さが一般的な断面収縮による圧力変動とは異なる傾向をもた

らしたと考えられる．

Fig.3-12 に V0= 4.0 m/s の時の Case3’，4’，8’における管内の流速分布

を示す．ここでは，流れ方向（軸 x 方向）の流速を示す．Case3’ では，

漸縮部分で流れが乱れるが，止水バンドの平らな部分（以下，平坦部と

呼ぶ）の中央より下流ではほぼ一様な流速分布となっている．これは

Case8’でも同様であり，バンド幅が長い場合には平坦部で発達した流速
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分布になることがわかる．一方，Case4’では，漸縮により乱れた流れが

一様な流速分布になる前に漸拡部分に到達し，Case3’，8’とは異なる流

速分布であることがわかる．したがって，バンド幅が 38mm より長い場

合には平坦部でほぼ一様な流速分布が形成されるため，バンド上流側と

下流側における断面変化が独立しており，Fig.3-10 における結果が得ら

れたと考えられる．

Fig.3-12 止水バンド周辺における縦断方向の流速分布

（Case3’，4’，8’）

b) Case4’: w=15mm

a) Case3’: w=38mm

c) Case8’: w=50mm

x
z
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3.3.3 バンド角度の影響 

(1) 損失係数 

Fig.3-13 に Case3’，9’ ～11’における損失水頭と流速の関係を示す．

Case3’の損失水頭に比べて Case9’ ～11’の損失水頭は小さくなり，Case10’ 

と Case11’は同程度の大きさであった．

Fig.3-3-14 に Case3’，9’～11’における fbと Re の関係を示す．Re が最

大の時の fbは，Case3’の 0.035に対して，Case9’が 0.017，Case10’が 0.027，

Case11’が 0.025 である．両端の角度を 30 度（Case3’）から 15 度（Case9’）

にした場合には， fbは約半分の大きさであった．また，片方のバンド端

の角度を 30 度から 15 度（Case10’， Case11’）にした場合，上流側と下

流側のどちらを 15 度にしても fbは約 0.7 倍になることがわかった．
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(2) 現場への適用性 

バンド角度による損失係数への影響について，バンドの上流端と下流

端のどちらの角度を小さくしても損失係数は減少する．しかし，止水バ

ンドはバンド端部を鋼材によって抑えるわけではないため，バンド端の

角度を小さくするほどバンドと管体の間に隙間が生じやすくなる．特に，

上流側ではその隙間に流水が入ることで，止水バンドが管体から剥離す

る恐れがある．一方で，下流側では隙間が生じても流れの方向と逆であ

ることから，その危険性は小さい．

施工時に止水バンドの設置方向に気を付けなければならないといっ

た煩雑さがあるものの，下流側のみ角度を小さくするといった工夫によ

って損失水頭を低減させることは可能と考えられる．
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3.3.4 流速 16m/s の再現結果 

ここまでは，水理模型実験との比較のために，その最大流速を考慮し

て V0≦4.0m/s の結果について検討を行った．ここでは，模型実験では再

現できなかった原型（管径 800mm）における流速 2.0 m/s ，Re=1.6×106

について，Re が同程度となる流速 16.0 m/s を数値実験で再現することに

より損失係数とレイノルズ数の関係について検討した．

Fig.3-15 に V0= 16.0 m/s の時の Case1’～3’における縦断方向の圧力変

化を示す．横軸は，流入境界を 0m とした流れ方向の距離 x であり，Δhx

は流出境界の水頭を基準とした場合の各地点 x における水頭差を示して

いる．V0= 4.0 m/s の時の結果を示した Fig.3-5 と同様に，バンド付近で

は圧力が大きく変動しているが，上流側圧力評価地点と下流側圧力評価

地点では圧力勾配がおおむね一定であり，流速の増加による圧力の変動

距離の大きな増加は見られなかった．
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Fig.3-16 に Case2’，3’における V0 =1.0～16.0m/s のときの止水バンド 1

個あたりの損失係数 fbと Re の関係を示す．どちらのケースにおいても

流速 16m/s，Re=1.6×106のときの fbは，V0 =4.0 の fbと同程度であった．

したがって，止水バンドによる損失係数において，Re≦1.6×106の領域で

レイノルズ数効果が小さい現象が成立していることが確認できた．
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Fig.3-16 損失係数のレイノルズ数の関係
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3.4 結論 

 本研究では，縮率 1/8 の数値実験を実施し，止水バンドの形状の違い

によるエネルギー損失への影響について以下の知見を得た．

1) バンド幅を 15～50mm に変化させた場合，15～21mm ではバンド幅が

広くなるに従って損失係数が小さくなり，38～50mm では損失係数に

差がなくなる．

2) 数値実験と水理模型実験の結果から，バンド幅が 19～50mm の場合に

は，バンド幅の違いによる損失係数への影響はなく，バンド上流側（入

口側）と下流側（出口側）での断面変化による局所損失は独立して評

価できる．

3) バンド端の片側の角度が 30 度から 15 度になった場合，上流側と下流

側のどちらを 15 度にした場合でも， fbは 30 度の場合の約 0.7 倍にな

る．なお，実際に角度を小さくした止水バンドを施工する場合にはバ

ンド端が管体から剥離しやすくなることに留意する必要がある．

4) バンド厚さ 2mm と 3mm と場合には，流速を 1～16m/s まで変化させ

ても損失係数はほぼ同程度であり，Re≦1.6×106の領域でレイノルズ

数効果が小さい現象が成立している．
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第４章

現地調査による評価



第４章 現地調査による評価

4.1 緒論 

 第２章，第３章では，縮尺 1/8（D =100mm）の水理模型実験と数値実

験を行った．これらの実験では，レイノルズ相似則に従い，止水バンド

の形状や設置間隔を変えて損失係数への影響を検討した．模型で再現で

きた最大流速は約 4.2m/s であり，そのときのレイノルズ数は約 3.0×105

であった．このレイノルズ数は，止水バンド施工の最小適用径 800mm

においては，流速約 0.5m/s に相当する．管径 800mm，流速 2.0m/s とす

ると，レイノルズ数は 1.6×106であり，縮尺模型では再現することがで

きなかった．

 水理模型実験と数値実験では，再現できたレイノルズ数領域における

結果から管径 800mm における損失係数を検討したが，あくまで推定値

である．そこで，本章では既設のパイプラインに止水バンドを施工し，

施工前と施工後に水位と流量を観測して，止水バンド施工による通水性

能（通水量，圧力）と施工前後の管内におけるエネルギー損失の相違を

調査した．

-74-



4.2 方法 

4.2.1 調査地の概要 

 現地調査は，福島県会津若松市におけるパイプライン区間（Fig.4-1）

で実施した．本地区では，国営会津南部土地改良事業（昭和 52 年度～

平成 5 年度）により基幹的な農業水利施設が整備されたが，事業完了後

20 年以上が経過し，事業初期に造成された施設の劣化が進行している

（東北農政局，2015）．そのため，富川幹線用水路の管水路では 2017 年

度（平成 29 年度）の非灌漑期に止水バンド施工が行われることとなっ

た．

Fig.4-1 現地概要
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4.2.2 調査方法 

調査方法は，農業水利施設の機能保全の手引き「パイプライン」にお

ける管内粗度の調査方法（農業土木事業協会，2009）を参考に，2 地点

の水位と流量を観測し，施工前後における管路の損失を求めることとし

た．管内粗度は，設計流量（最大流量）と同程度の流量が流れている時

でなければ正しい値を得られない（農業土木事業協会，2009）．したが

って，測定期間はかんがいピークの代掻き期を含む期間とするため，止

水バンド施工前の 2017 年 5 月 9 日～5 月 23 日と施工後の 2018 年 4 月

23 日～5 月 22 日とした．本地区は，オープンタイプのパイプランであ

り，止水バンド設置予定区間の上下流には，Fig.4-1 に示す第 1 号調圧水

槽と第 2 号調圧水槽がある．この調圧水槽は，オーバーフロースタンド

型であり，水位を確認することができる．そこで，調査区間は第 1 号調

圧水槽と第 2 号調圧水槽に挟まれる区間とし，各調圧水槽において水位

の観測を実施することとした．Fig.4-2 のとおり各調圧水槽における水位

を h ，h とし，2 地点の水位差を Δh - とする．流量は，富川頭首工にお

ける取水量の観測値を使用した．なお，当該頭首工では取水位から流量

を換算し，1 時間毎の平均値が記録されている．頭首工から第 2 号調圧

水槽までに分水はないため，頭首工による取水量を，調査区画における

流量とする．調査区間には 105 箇所に止水バンドが施工され，管種は PC

管及び RC 管である．

1,800mm
流れ

1,800mm

957m

第１号調圧水槽

第２号調圧水槽

水位計測：h
水位計測：h

Fig.4-2 調査方法の概要
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Fig.4-3 および Fig.4-4 に水位観測を行った第 1 号調圧水槽と第 2 号調

圧水槽を示す．各調圧水槽の上部にはグレーチングがあり，その内側に

はタラップがある．各調圧水槽では，ここからしか水槽の内部を見るこ

とはできない．

Fig.4-3 第１調圧水槽の様子

b) タラップ部

a) 全体
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Fig.4-4 第２調圧水槽の様子

b) タラップ部

a) 全体
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水位の観測には Fig.4-5 に示す圧力式のデータロガー付水位計（東京

観測社製，HGT4-02）を使用した．コードの両端に圧力計があり，それ

ぞれで大気圧と水圧を同時に観測し，内蔵されたデータロガーには大気

圧が差し引かれた圧力水頭（mH20）が出力される．データの出力間隔は

5 分であり，出力前の 5 分間の平均値が出力される．安定した水位を観

測するため，水位計は穴を空けた塩ビパイプの中に設置した．水位計を

入れた塩ビパイプは，水に流されないように各調圧水槽のタラップに結

束バンドで固定した（Fig.4-6，Fig.4-7）．

Fig.4-5 データロガー付水位計
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Fig.4-6 水位計の設置状況（第１調圧水槽）

Fig.4-7 水位計の設置状況（第２調圧水槽）
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4.2.3 調査地点の概要 

(1) 第 1 号調圧水槽 

第 1 号調圧水槽の概要は Fig.4-8 のとおりであり，オーバーフロース

タンド型調圧施設である（農林水産省農村振興局整備部設計課，2009）．

水位計は，中間隔壁の下流側水槽のタラップに設置した．各値は施工時

の構造図から転記した．

Fig.4-8 第 1 号調圧水槽の概要

b) 縦断図

a) 平面図
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第 1 号調圧水槽の中の様子は Fig.4-9 のとおりであり，通水を阻害す

るような土砂の堆積等は見られなかった．

Fig.4-9 第 1 号調圧水槽の様子（中間隔壁の下流側）
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第 1 号調圧水槽から最も近い止水バンドの施工状況は，Fig.4-10 のと

おりである．写真は，調査終了後の 2018 年 9 月に撮影した．確認した

のは 1 箇所だけではあるが，通水後も止水バンドが外れておらず，止水

バンドと管体の間に隙間は発生していなかった．

Fig.4-10 止水バンドの設置状況（第 1 号調圧水槽下流地点）

-83-



(2) 第 2 号調圧水槽 

第 2 号調圧水槽の概要は Fig.4-11 のとおりであり，中間隔壁の上流側

のタラップに水位計を設置した．
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第 2 号調圧水槽の中の様子は Fig.4-12 のとおりであり，通水を阻害す

るような土砂の堆積等は見られなかった．

Fig.4-12 第 2 号調圧水槽の様子（中間隔壁の上流側）
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第 2 号調圧水槽から最も近い止水バンドの施工状況は，Fig.4-13 のと

おりである．写真は，調査終了後の 2018 年 9 月に撮影した．Fig.4-10 と

同様，第 2 号調圧水槽近傍でも通水後における止水バンドの剥離は認め

られず，隙間の発生もなかった．

Fig.4-13 止水バンドの設置状況（第 2 号調圧水槽下流地点）
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4.3 結果と考察 

4.3.1 水位と流量 

本研究では，安定してデータが取得できた 2017 年および 2018 年 5 月

12～17 日の観測結果について検討を行う．

Fig.4-14 に施工前（2017 年）と施工後（2018 年）の水位（5 分間隔）

を示す．h と h に大きな水位変動はなく，安定していることがわかる．

また，第 1 号調圧水槽下流の管上部の標高は EL.190.65m であり，2017

年，2018 年ともに h は 190.65m より高いことから，調査区間の管路は満

流であった．
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Fig.4-14 水位の観測結果（5 分間隔）
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Fig.4-15 に施工前後における水位差 Δh -  と流量 Q の日平均値を示す．

Δh - と Q は 2 年とも安定しており，水位と流量の変動はおおむね一致し

ている．したがって，調査区間においては止水バンド施工による顕著な

通水性能の低下は起きていなかった．
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Fig.4-15 計測結果（水位差と流量）
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4.3.2 流速係数 

Fig.4-16 に施工前後の Hazen－Williams 公式における流速係数 C を示

す．C は調査区間を直線とみなし，Δh - と流速から (4.3.1)式により求めた

（農林水産省農村振興局整備部設計課，2009）．

V = 0.849C × R0.63× I0.54 (4.3.1)

ここで，R：径深（m）， I：動水勾配，である．Fig.4-16 より，2017 年の C

は最大値と最小値の差が 5.9 であったのに対し，2018 年は 1.0 であり，

2018 年の方が C は安定していた．これは，Fig.4-14 に示したとおり計測

した水位が 2018 年の方が安定していたためである．5/12～17 における

C の平均値は，施工前が 108.1，施工後が 106.7 であり，わずかな差では

であるが施工前に比べて施工後の方が C が小さくなった．ただし，ここ

での C は摩擦損失以外の入口損失や曲がり損失などの局所損失を含んで

おり，管体壁面の状態を表す値ではない．

100

102

104

106

108

110

112

5/11 5/12 5/13 5/14 5/15 5/16 5/17 5/18

流
速
係
数

C

2017年
2018年

Fig.4-16 調査区間における流速係数
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4.3.3 損失係数 

施工前後における平均流速係数（施工前 108.1，施工後 106.7）から流

量 Q =4.40m3/s の場合の損失水頭を(4.3.2)式により求め（農林水産省農村

振興局整備部設計課，2009），その差を止水バンド 105 個による損失と

すると，止水バンド一箇所あたりの損失係数 fb は 0.002 であった．

Δh -  = 10.67C-1.85×D-4.87×Q1.85 (4.3.2)

本地区で施工された止水バンドの厚みは 14mm，仕上り管理厚さは

21m である．施工後の管理記録によると，施工後の厚さは 18mm 程度で

あった．そこで，現地調査により求めた fb とバンド厚さを 18mm として

急縮・急拡の式によって求めた fb を比較すると Table 4-1 のとおりであ

る．現地調査によって求めた fb は，急縮・急拡の式によって求めた fb の

0.11 倍であった．これまでの結果を踏まえて，既存の式ではやはり損失

係数が大きく算出された．しかし，本結果は水理模型実験の結果と比較

して，その差が大き過ぎる．

Table 4-1 損失係数の比較

現地調査により求めた fb 0.002 

急縮・急拡の式によって求めた fb 0.018 

 本調査によって求めた fb の値が小さくなった理由の一つとしては，管

路の継手による損失が止水バンドによる損失に置き換わったことが考

えられる．パイプラインは既設の短管を繋げて整備されるため，継手部

にはわずかではあるが凸型や凹型の形状変化が現れる．その継手部の形

状変化によって管内の流れが乱れるため（田中ら，2007），わずかな局

所損失が発生している．止水バンドは継手部を覆うように施工されるた

め，施工個所では単純に止水バンドによる損失が増えるだけでなく，継

手による損失が減じられていることが考えられる．ただし，調査区間に

おける継手による損失に関する計測データがないため，この可能性につ
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いては今後の課題である．また，模型実験において原型値として想定し

ていた管径 800mm に対し，現地実験の管径が 2 倍以上大きかったこと

についての影響も考えられる．さらに，水位を計測した調圧水槽では特

に中間隔壁の下流側水槽では流れが乱れるため，水位計の設置場所の問

題も考慮する必要があるかもしれない．

-91-



4.4 結論 

本研究では，現地のパイプライン区間において水位観測を実施し，止

水バンドによる圧力損失について以下の知見を得た．

1) 止水バンド施工による通水性能の顕著な低下はみられなかった．

2) 調査区間における流量係数 C は，わずかな差ではであるが施工前に

比べて施工後の方が小さくなった．

3) 調査対象区間における止水バンド単体による損失係数は 0.002 であり，

急縮・急拡の式を用いて算定した損失係数の 0.11 倍であった．した

がって，第 2 章の水理模型実験と同様に，既存の式では損失係数を

過大に評価する可能性がある．しかし，その差は水理模型実験の結

果と比較して非常に大きかった．

これらの結果から，現地調査においては止水バンド施工による管路内

のエネルギー損失は，水理模型実験及び数値実験によって想定していた

損失より非常に小さいといえる．しかし，パイプラインは地中に埋設さ

れているため，管内の圧力を観測可能な場所が制限されることや，平面

縦断的にも屈曲等があり管路内の圧力損失を適正に評価するための直

線区間が得られないこと，計測機器の精度の問題などの課題が多いため

適切な管路内損失を得ることは難しい（宮田ら，2015）と言われており，

本研究で実施した調査でも損失係数の過少評価の懸念は残る．したがっ

て，止水バンド施工による管内のエネルギー損失への影響を明らかにす

るためには，さらに多くの観測事例が必要と考える．
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第５章

総 括



第５章 総括

 本研究では，パイプラインの補修・補強技術の一つである止水バンド

工法を対象に，管内に施工された場合のエネルギー損失について検討を

行った．以下に，各章で得られた結論を示すとともに，今後の課題と期

待を述べて本論文の結論とする．

 第２章においては，縮率 1/8，管径 100mm の水理模型実験を実施し，

止水バンドによるエネルギー損失について検討した．以下に，第２章か

ら得られた結論を示す．

1) バンド厚さを 2,3,4mm と変化させた場合，2mm の損失係数に対して

3mm の損失係数は約 2 倍となり，4mm の損失係数は約 3 倍となるこ

とから，バンド厚さが止水バンド単体の損失係数に与える影響は大き

い．

2) バンド端を漸縮・漸拡形状から R 形状にした場合には損失係数は約

0.8 倍になる．

3) バンド幅が 19mm と 38mm の場合では，損失係数に違いはない．

4) 止水バンドの設置間隔が 0.5D 以上であれば，設置間隔の違いが損失

水頭の大きさに与える影響はなく，0.5D より狭ければ損失水頭は小

さくなる．

5) 止水バンドの設置間隔が 0.5D 以上であれば，複数の止水バンドを連

続的に施工した場合の損失水頭は，単純に一箇所あたりの損失水頭を

設置箇所数倍することで路線全体の損失水頭を評価できる．

6) 本実験で用いた止水バンド形状では，止水バンド単体による損失係数

は約 0.032 であり，急縮・急拡の式を用いて算定した値の 1/2 程度で

あった．したがって，本式による算定は止水バンド単体による損失水

頭を過大に評価する可能性がある．

 第３章においては，縮率 1/8 の数値実験を実施し，止水バンドの形状

の違いによるエネルギー損失への影響について検討を行った．以下に，

第３章から得られた結論を示す．
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1) バンド幅を 15～50mm に変化させた場合，15～21mm ではバンド幅が

広くなるに従って損失係数が小さくなり，38～50mm では損失係数に

差がなくなる．

2) 数値実験と水理模型実験の結果から，バンド幅が 19～50mm の場合に

は，バンド幅の違いによる損失係数への影響はなく，バンド上流側（入

口側）と下流側（出口側）での断面変化による局所損失は独立して評

価できる．

3) バンド端の片側の角度が 30 度から 15 度になった場合，上流側と下流

側のどちらを 15 度にした場合でも， fbは 30 度の場合の約 0.7 倍にな

る．なお，実際に角度を小さくした止水バンドを施工する場合にはバ

ンド端が管体から剥離しやすくなることに留意する必要がある．

4) バンド厚さ 2mm と 3mm と場合には，流速を 1～16m/s まで変化させ

ても損失係数はほぼ同程度であり，Re≦1.6×106の領域でレイノルズ

数効果が小さい現象が成立している．

 第４章においては，既設パイプラインにおいて止水バンドによるエネ

ルギー損失の検討を行った．止水バンドの施工前後で調査区間における

水位を観測し，既設パイプランにおけるエネルギー損失の変化を調査し

た．以下に，第４章から得られた結論を示す．

1) 止水バンド施工による通水性能の低下はみられなかった．

2) 調査区間における流量係数 C は，わずかな差ではであるが施工前に

比べて施工後の方が小さくなった．

3) 調査対象区間における止水バンド単体による損失係数は 0.002であり，

急縮・急拡の式を用いて算定した損失係数の 0.11 倍であった．した

がって，第 2 章の水理模型実験と同様に，既存の式では損失係数を

過大に評価する可能性がある．しかし，その差は水理模型実験の結

果と比較して非常に大きかった．
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以上の各章の結論を取りまとめて，本研究の目的と照らし合わせると

以下のように再整理される．

①複数個の止水バンド施工による損失水頭は，止水バンド単体の損失水

頭を設置箇所数倍することで評価する．

本論文では，止水バンドの設置間隔を変えた条件で水理模型実験を行

い，複数個の止水バンドが連続的に施工された場合には設置間隔が 0.5D

以上であれば損失水頭は単純に一箇所あたりの損失水頭を設置箇所数

倍することで路線全体の損失水頭を評価できることを示した．

②単体の止水バンドによる損失水頭を急縮・急拡の式を用いて算定し場

合には過大に評価する可能性がある．

本論文では，急縮・急拡の式により算定した損失水頭と水理模型実験

による損失水頭を比較し，実験による損失係数が急縮・急拡の式による

損失係数より小さいこと示した．

③単体の止水バンドによる損失係数は，バンド上流側（入口側）と下流

側（出口側）で独立して評価できる．

本論文では，止水バンド模型の幅を変化させた水理模型実験及び数値

実験により，バンド幅が十分に広い場合にはバンド上流側と下流側にお

ける断面変化による局所損失は独立して評価できることを示した．

本研究では，水理模型実験，数値実験，現地調査により止水バンドに

よるエネルギー損失について検討を行い，その評価方法を提案した．農

業用水利施設の補修・補強工事では，工事後も農業用パイプラインに要

求される水理および水利性能が十分に保持されることが期待される．そ

のためには，補修・補強工事によるエネルギー損失の適切な評価が重要

である．そのため，本研究成果が広く認知され，今後，補修・補強工法

によるエネルギー損失の算定や適切な工法選定を行う際に活かされれ

ば幸いである．しかし，本研究は得られた止水バンドによるエネルギー

損失には，水理模型実験および数値実験の結果と現地調査の結果に差異

が生じており，その原因を明らかにするまでには至っていない．水理模
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型実験と数値実験では，隙間や傾斜のない直線の円管に止水バンドを設

置することで止水バンドの形状によって生じるエネルギー損失につい

て明らかにしたが，実際の既設管路では止水バンドの施工区間が直線で

はなかったり，施工対象の管路継手に変状が見られたりするため，止水

バンドによる損失を既設管路の損失に加算するだけでは，止水バンド施

工後における管路内のエネルギー損失を適切に評価できない可能性が

ある．そのため，今後は，原型におけるエネルギー損失の実態を明らか

にするため，既設パイプラインを対象とした多くのエネルギー損失の評

価事例が必要であると考える．
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摘要

 日本における農業用パイプランは昭和 40 年代から本格的に整備が始

まり，現在では基幹的な施設の総延長は約 1 万 2 千 km にのぼる．この

膨大な施設のストックから今後，標準的な耐用年数を迎える施設が急激

に増加していくことが予想されている．すでに農業用パイプラインにお

いては，突発事故の件数が増加傾向にある．その中でもパイプラインの

継手部からの漏水による突発事故は多い．そのため，パイプラインの適

切な補修・補強工法の検討が，パイプラインの長寿命化のために重要な

課題となっている．

本研究で対象とする止水バンド工法は，パイプラインの長寿命化対策

の一つであり，止水バンドによって漏水等が生じた箇所を止水補修する．

適用口径は 800mm であり，厚さ 20mm 程度の止水バンドを管路内面に

施工するため，施工によって局所的な通水断面の現象が生じる．そのた

め，施工箇所では管内径の縮小に伴うエネルギー損失が発生する．止水

バンドは突発的な漏水事故に対して応急対策として単体で施工される

場合もあるが，予防保全的に対象区間の継手部に対し連続して複数個施

工される場合もある．その場合には大きなエネルギー損失が発生する可

能性があるが，これまでに止水バンドによるエネルギー損失の評価方法

は確立されていない．止水バンド単体によるエネルギー損失の算定方法

として，便宜的に管水路の急縮・急拡の式を用いて算定される場合もあ

るが，その適用の可否については明らかではない．農業用パイプライン

は圧力管路によって農業用水を送配水する水路組織であるため，止水バ

ンド施工によるエネルギー損失の定量化は補修・補強の対策工法を選定

するうえで極めて重要な課題といえる．

そこで本研究では，複数個の止水バンド施工が管路内のエネルギー損

失に与える影響及び，単体の止水バンド施工が管路内のエネルギー損失

に与える影響を明らかにすることを目的として，水理模型実験，数値実

験，現地調査を行った．

まず，縮尺 1/8 サイズの水理模型実験を実施し，止水バンド単体によ

るエネルギー損失と，複数個の止水バンドによるエネルギー損失の評価

方法について検討した．実験管路の管径は 100mm，止水バンド模型の厚
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みは 2～4mm である．

次に，水理模型をもとにしたモデルによって数値実験を実施し，止水

バンドの形状の違いがバンド単体によるエネルギー損失の大きさに与

える影響について検討した．

さらに，既設パイプラインを対象に現地調査を実施した．止水バンド

の施工前と施工後に対象区間の上下流に位置する調圧水槽において水

位計測を実施し，止水バンド施工による既設管路の通水性能への影響を

検討した．

本研究によって得られた知見を以下に概括する．

1) 水理模型実験から，止水バンドの設置間隔が管径 D の 0.5 倍以上であ

れば，設置間隔の違いが損失水頭の大きさに与える影響はなく，0.5

倍以下であれば損失水頭は小さくなることがわかった．

2) 複数個の止水バンドがパイプラインの継手部に連続して施工された

場合，止水バンドの設置間隔が 0.5D 以上であれば，止水バンドによ

るエネルギー損失は止水バンド単体での損失水頭を設置箇所の数だ

け加算する方法によって求められることが示された．

3) 水理模型実験から推定された止水バンド単体による損失係数は急

縮・急拡の式を便宜的に組み合わせて算定した値より小さいことが示

された．したがって，急縮・急拡の式による算定は，止水バンド単体

による損失水頭を過大に評価する可能性があることが示された．

4) 止水バンドの厚さを 2,3,4mm と変化させた場合，2mm の損失係数に

対して 3mm の損失係数は約 2 倍となり，4mm の損失係数は約 3 倍と

なることから，バンド厚さが止水バンド単体の損失係数に与える影響

は大きいことが示された．

5) 数値実験と水理模型実験から，バンド幅が 19～50mm の場合には，バ

ンド幅の違いによる損失係数への影響はなく，バンド上流側（入口側）

と下流側（出口側）での断面変化による局所損失は独立して評価でき

ることが示された．

6) バンド端を R 形状にした場合には，損失係数が漸縮・漸拡形状の約

0.8 倍になることが示された．

7) バンド端の片側の角度が 30 度から 15 度になった場合，上流側と下流

側のどちらを 15 度にした場合でも，損失係数は 30 度の場合の約 0.7
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倍になる．

8) 現地調査では，止水バンド施工による通水性能の低下はみられなかっ

た．

9) 現地調査では，止水バンド一箇所あたりの損失係数は 0.002 であり，

急縮・急拡の式によって求めた損失係数の 0.11 倍であった．

以上のことから，本論文によって，農業用パイプラインの長寿命化に

貢献しうる止水バンド工法を適用したパイプ内のエネルギー損失の評

価方法を提案できたと考える．

-105-



Abstract 

The serious development of agricultural pipelines in Japan began in the 

1960s. At present, the country’s total length of main pipelines is about 12,000 

km. Among this huge amount, the number of structures that reach their 

standard serviceable life will increase rapidly in near future. Sudden accidents 

in agricultural pipelines are increasing, many of which are caused by water 

leakage from pipeline joints. Therefore, examining appropriate repair and 

reinforcement methods for pipelines is critical to extend their service life.  

An internal-leaking preventive joint band method is one measure that can 

extend pipeline life. With a band, it repairs the place where such problems 

occur, including water leakage. The minimum applicable diameter is 800 mm, 

and about 20 mm thick band is placed inside the pipe. When the band is 

installed in a pipeline, energy loss occurs because the pipe’s inner diameter is 

locally reduced. As an emergency measure in a sudden pipeline leak accident, 

A set of a band is installed on the leaking joint. However, sometimes multiple 

bands are arranged in a series on a pipe for preventive maintenance. Although 

the installation of multiple bands may cause a large energy loss, a method for 

evaluating such energy loss has not been established. 

The energy loss by a single band can be calculated using formulas of sudden 

contraction and expansion of pipes for convenience, but its applicability 

remains unclear. An agricultural pipeline is a canal system that sends and 

distributes agricultural water through pressure pipes. Therefore, the 

quantification of energy loss due to band construction is crucial issue in 

selecting a countermeasure method for repair and reinforcement. 

In this thesis, in order to clarify the influence of both multiple bands and a 

single band on energy loss in pipelines, hydraulic model experiments, 

numerical experiments on a computer were conducted, as well as field surveys 

at an actual facility where internal-leaking preventive joint bands were 

installed. 

First, the energy loss due to a single band and multiple bands were evaluated 

by 1/8 scale hydraulic model experiments. The experimental pipe’s diameter 

-106-



was 100 mm, and the thicknesses of the band models ranged from 2 to 4 mm. 

 Next, numerical experiments using computational fluid dynamics were 

conducted under the same conditions as the hydraulic model experiments, and 

the influence of different band shapes on the magnitude of the energy loss is 

examined. 

 In addition, a field survey was conducted on existing pipelines in which 

internal-leaking preventive joint bands were installed. The water level was 

measured in surge tanks upstream and downstream of the target section before 

and after band installation. The influence of installing the bands on the water 

flow performance was measured using an actual pipeline. 

 This research’s results can be summarized as follows: 

1) Based on the hydraulic model experiments, When the band’s installation 

interval was 0.5 times or more of the pipe diameter (D), the difference in 

installation interval had no effect on the pipeline’s head loss. And when it 

was less than 0.5 times D, the head loss decreased. 

2) When the installation interval of the band was 0.5 times or more of D, the 

energy loss caused by the bands in a series could be determined by adding 

the head loss of each band by the number of installation points. 

3) The loss factor of the band estimated from the hydraulic model experiment 

was smaller than the value calculated by the sudden contraction and 

expansion formulas, which is the conventional method. Therefore, formulas 

for sudden contraction and expansion overestimate the band’s loss factor. 

4) When the band’s thicknesses were changed to 2, 3, and 4 mm, the 3-mm 

loss factor was approximately twice of the loss factor of 2 mm, and 4-mm 

loss factor was tripled. The effect of the band thickness on the loss factor of 

the band alone was large. 

5) Numerical and hydraulic model experiments in which the band widths 

ranged from 19 to 50 mm, showed that there was no effect on the loss factor 

due to the difference in the band width, and the local loss due to the 

cross-sectional change on band’s upstream and downstream sides could be 

separately evaluated. 

6) The loss factor was about 0.8 times that of the non-rounded band edge 
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when it was rounded. 

7) When the angles on one side of the band edge were changed from 30 to 15 

degrees, the loss factor was about 0.7 times that of 30 degrees regardless 

whether the upstream side or the downstream side was 15 degrees. 

8) The field survey identified no decline in the water flow performance due to 

band construction. 

9) In the field survey, the loss factor per band was 0.002, which is 0.14 times 

the loss factor calculated by the sudden contraction and expansion 

formulas. 

I conclude that my proposed evaluation method of the energy loss in a pipe 

to which the internal-leaking preventive joint band method was applied can 

extend the service life of agricultural pipelines. 
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